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全
国
ア
ス
ベ
ス
ト
適
正
処
理

協
議
会
は
、
16
年
間
の
事
業
を

実
施
し
て
き
ま
し
た
が
、
こ
の

度
解
散
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。

　

協
議
会
は
、
当
時
三
協
興
産

会
長
だ
っ
た
花
澤
義
和
さ
ん
等

が
日
本
の
ア
ス
ベ
ス
ト
処
理
の

現
状
を
憂
い
、
対
策
の
強
化
を

図
ら
ね
ば
な
ら
な
い
と
い
う
熱

い
思
い
か
ら
設
立
さ
れ
ま
し

た
。
花
澤
さ
ん
は
、
長
い
間
Ｎ

Ｐ
Ｏ
エ
コ
リ
ン
ク
理
事
長
と
し

て
も
環
境
保
全
活
動
を
積
極
的

に
推
進
さ
れ
て
い
ま
し
た
の

で
、
日
ご
ろ
か
ら
親
し
く
ご
指

導
を
い
た
だ
い
て
い
ま
し
た
。

そ
の
花
澤
さ
ん
か
ら
協
議
会
の

設
立
の
話
を
伺
い
、
全
面
的
な

賛
意
を
示
し
ま
し
た
。

　

私
は
、
２
０
０
６
年
９
月
に

環
境
事
務
次
官
を
最
後
に
退
官

し
て
い
ま
し
た
が
、
在
職
中
は

ア
ス
ベ
ス
ト
に
よ
る
深
刻
な
健

康
被
害
が
全
国
各
地
で
発
生

し
、
被
害
者
に
対
し
て
補
償
す

る
法
律
制
定
や
予
防
対
策
の
推

進
に
か
か
わ
り
ま
し
た
。
こ
の

た
め
退
職
後
も
ア
ス
ベ
ス
ト
対

策
に
は
強
い
関
心
を
持
っ
て
い

ま
し
た
の
で
、
会
長
の
役
目
も

引
き
受
け
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま

し
た
。

　

協
議
会
の
発
足
は
、
07
年
６

月
22
日
、
全
国
都
道
府
県
会
館

で
ア
ス
ベ
ス
ト
の
調
査
・
分
析
・

測
定
、
除
去
・
収
集
・
処
理
、

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
等
の
事
業

を
行
う
企
業
、
地
方
自
治
体
、

学
識
経
験
者
等
の
１
６
６
名
の

参
加
を
得
て
盛
大
に
開
催
さ
れ

ま
し
た
。
協
議
会
に
対
す
る
関

心
の
高
さ
を
感
じ
ま
し
た
。

　

協
議
会
で
は
09
年
に
「
ア
ス

ベ
ス
ト
適
正
処
理
に
係
る
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」
を
作
成
、
発
刊
い

た
し
ま
し
た
が
、
こ
の
分
野
で

は
類
書
が
少
な
か
っ
た
た
め
、

関
係
者
の
必
読
書
と
な
り
ま
し

た
。

　

ま
た
、
ア
ス
ベ
ス
ト
に
係
る

資
産
除
去
債
務
の
会
計
計
上
が

義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
が
、
当

時
知
見
が
乏
し
く
関
係
者
は
困

惑
さ
れ
ま
し
た
。
そ
こ
で
環
境

新
聞
社
と
と
も
に
ア
ス
ベ
ス
ト

に
係
る
資
産
除
去
債
務
処
理
の

状
況
等
を
実
態
調
査
し
、
結
果

を
公
表
し
ま
し
た
。
関
係
者
に

と
っ
て
大
変
参
考
に
な
り
ま
し

た
。

　

こ
の
間
東
日
本
大
地
震
、
熊

本
地
震
、
西
日
本
豪
雨
災
害
が

発
生
し
、
ア
ス
ベ
ス
ト
被
害
が

問
題
に
な
り
ま
し
た
。
そ
こ
で

専
門
家
の
会
員
を
現
地
に
派

遣
・
調
査
し
、
問
題
の
状
況
や

適
正
処
理
に
つ
い
て
提
言
を
行

い
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
成
果
を
た
く
さ

ん
上
げ
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た

の
は
、
会
員
各
位
の
積
極
的
な

ご
協
力
の
賜
物
で
あ
り
ま
す
。

心
か
ら
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　

協
議
会
は
、
解
散
い
た
し
ま

す
が
、
会
員
間
の
強
い
つ
な
が

り
は
こ
れ
か
ら
も
大
切
に
し
て

い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

最
後
に
協
議
会
の
旗
揚
げ
の

原
動
力
に
な
っ
た
花
澤
義
和
さ

ん
は
、
16
年
に
逝
去
さ
れ
ま
し

た
が
、
泉
下
で
き
っ
と
満
足
さ

れ
て
い
る
こ
と
で
し
ょ
う
。
ご

冥
福
を
表
し
た
い
と
思
い
ま

す
。

全
国
ア
ス
ベ
ス
ト
適
正
処
理
協
議
会
会
長
　
炭
谷
　
茂

「
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」発
刊
や
調
査
、提
言
活
動
な
ど
で
成
果

全国アスベスト適正処理協議会
16年の活動に終止符  主な出来事を振り返る

　アスベストの暴露被害を増やさないため、関係団体や有識者の幅広い連携の
下、調査、分析、コンサルから施工、収集運搬、処理、資機材等などに至るま
で一貫したアスベストの適正処理の手順、ディファクトスタンダードの確立を
目指し、７３社の企業が参加して協議会が発足した。

　資産除去債務会計の
運用が開始され、アス
ベストなどの有害物質
の除去費用も反映する
ことがルール化された
が、わが国では前例の
ない新ルールであり、
対応に苦慮する企業も
多いと思われた。この
ような企業への正確な
情報提供を行うととも
に、新たなルールを着
実に浸透させ、さらに
改善に必要な政策のあ
り方などを検討する基
礎資料とすることを目
的とし、当協議会と環
境新聞社と共同で、上
場企業約１千社に対し
てアンケート調査を行い、６０社回答（回収率６％）を得た。
　結果は、環境新聞の１月１２日号で発表された。結果の概要は、約８割の
企業が資産除去債務の適用を開始しており、除去費用の試算に３分の１が苦
慮していることなどが分かった。

① 6 月 22 日　「全国アスベスト適正処理協議会」設立総会
　■参加者：166 名　会場：全国都道府県会館 101 大会議室

③ 資産除去債務およびアスベストへの取り組みに関する
実態調査を実施

　本ガイドラインは、事前調査から始まり、調査分
析、除去作業、廃棄物処理に至る一連の法規制や処
理方策等のマニュアルを分かりやすく整理してまと
めたものであり、本件を所管する地方公共団体の担
当者をはじめ、関係する企業および建物所有者の
方々の必読書となり、好評を得た。
　また、本ガイドラインについては、国土交通省住
宅局建築指導課、厚生労働省労働基準局安全衛生部
化学物質対策課、環境省大臣官房廃棄物・リサイク
ル対策部産業廃棄物課、環境省水大気局大気環境課
の各担当官より、内容の確認および適切なアドバイ
スを得て作成された。

　２０１１年７月６～８日に岩手・宮城・福島の被災３県で現地調査を実施
した。各県の担当部局を訪問してヒアリング調査を行ったほか、各県の被災
地を訪問して被害状況、アスベストの飛散の危険性などの確認を行った。
　現地視察の結果として、①外観ではひび割れ程度の被害でも内装・設備配
管などはダメージを受けている場合がある②封じ込め処理は地震の際、振動
接触等で欠落しているケースが確認された③被災した状況で適切な処理対策
が取られずにそのまま利用しているケースがあったり、エレベーターシャフ
ト内のアスベストが剥がれ、高濃度の含有空気が建物内を循環する危険性が
あると指摘した。

②「アスベスト適正処理に係るガイドライン」を発刊

④東日本大震災・アスベスト対策事業現地調査を実施

福島県庁生活環境部にて
ヒアリング

宮城県庁環境生活部にて
ヒアリング

岩手県庁環境保全課にて
ヒアリング

福島県相馬市沿岸部の様子 宮城県気仙沼市の被災建物内部 宮城県南三陸町の被災建物内部 仙台市内の建物崩壊の様子


